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認知症介護の負担軽減を目指した多職種による短期集中講座の効果 
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要約 複数の専門職による短期集中型の介護講座が認知症介護者に及ぼす効果を調査した．対象は講座に参加した認知症

介護者6 名とした．介護講座は講義と実技を含む 8 つのテーマで構成され，計 8 回行った．主要評価項目は Zarit 介護負担尺

度日本語版(J-ZBI)，短縮版(J-ZBI_8)，簡易抑うつ症状尺度日本語版(QIDS-SR)であり，全行程開始時と終了時に実施した。副

次評価項目は気分と感情の Visual Analogue Scale(気分感情 VAS)6 項目(緊張，抑うつ，怒り，活気，疲労，混乱)を介護講座各

回の前後で実施した．気分感情 VAS による即時効果は，認知症患者への接し方や基本動作の介助方法など実践の多いテー

マで有意な改善を認めたが，J-ZBI，J-ZBI_8，QIDS-SR による短期効果では，有意な変化がなかった．認知症介護支援を目的

とした多職種での短期集中講座では，気分と感情の即時的改善を認めたものの，介護負担感やうつ症状の変化には影響を及

ぼさなかった． 
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1.  緒言 

現在，わが国の認知症施策では，「認知症施策推進総合

戦略～認知症高齢者等にやさしい地域づくりに向けて～」

(新オレンジプラン)が策定されている 1)．新オレンジプラン

の柱の一つに，「認知症者の介護者への支援」があげられ，

認知症の人の生活の質の改善だけでなく，家族など介護者

の精神的身体的な負担を軽減する取り組みが推進されてい

る． 
認知症者の介護者における介護負担は，心配や不安，フ

ラストレーション，疲労等の主観的な負担と，認知症者の

示す諸症状あるいは介護者が経験する困難に関連して生じ

る出来事や活動などの客観的な負担に二大別される 2-4)．特

に中等度認知症の介護者にはうつ傾向も認められ，介護者

に対する指導や支援が推奨されている 5)．近年では，介護

者の心理教育，対応技術のトレーニング，ケースマネジメ

ント，介護者のセルフケアなどに加えて，認知症介護に関

する問題解決能力や認知症関連知識，社会資源，感情面の

支援などを含む心理社会的介入を行うことで，認知症介護

者がより多くの問題に焦点を合わせて社会支援を適応する

ことができ，介護負担の軽減に有益であったと報告されて

いる 6)．よって介護者に対するより多角的視点からの実践

指導や基礎知識の学習機会を得ることで，在宅介護場面に

おける専門的で具体的な介護方法を学習するとともに，介

護に関する相談機会を定期的に確保することは，介護負担

の軽減に寄与するものと思われる．また認知症者に対する

ケアは，非薬物療法の一つとして認知機能障害や行動・心

理症状，日常生活機能の改善を目指す手段であり 5)，認知

症の進行を予防するためにも，認知症介護者への指導や精

神的サポートは重要である．しかし，認知症疾患治療ガイ

ドライン 2017 における軽度認知障害や軽度認知症者の介
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護者に対する指導や支援のエビデンスレベルは，2Cとあま

り高くないのが現状である 5)． 

東京都済生会中央病院は，東京都港区の地域連携型認知

症疾患医療センターとして，認知症の介護者に向けた情報

提供活動を行っている．その一つとして，認知症の介護家

族や認知症介護に興味のある方を対象に，2016 年6月より

「認知症介護支援実践講座」(以下，介護講座)という一般市

民向けの講座を開設した．この講座の目的は，①認知症に

おける介護負担感の軽減，②認知症者の活動量を維持する

ための介助方法の情報提供の2 点であった．講師は，理学

療法士や作業療法士，管理栄養士，社会福祉士の多職種が

担当し，実技を交えた短期集中の実践講座を提供した． 

そこで今回，現行の介護講座の効果を明らかにすべく，

2016 年度と 2017 年度に開催した介護講座参加者のうち，

認知症介護を実際に行っている介護者を対象に，介護負担

感やうつ症状での短期効果と，気分や感情面での即時効果

を検証した． 

 

2．対象および方法 

2-1．対象 

本研究の対象は，当センターが主催した介護講座への参

加同意が得られ，2016 年6月から2017 年12月のあいだに

介護講座に参加した 22 名のうち，講座開始前に参加をキ

ャンセルした者(2 名)，評価項目のデータ欠損者(7 名)，認

知症の介護に興味があるが実際には介護をしていない参加

者(5名)，介護している認知症者がすでに施設入所している

介護者(2名)を除外した，認知症介護者6名とした．介護講

座参加者の公募方法は，当院ホームページへの掲載，院内

掲示板へのポスター掲示，メモリークリニック(認知症外

来)主治医からの患者家族への情報提供，地域包括支援セン

ター内における案内ちらしの設置により実施した． 

 

2-2．認知症介護支援実践講座の内容 

 当センターが主催した介護講座は，認知症介護者の主観

的な介護負担感の軽減，認知症患者における日常生活の活

動性を長期的に維持していくための介助・支援方法の情報

提供を目的に開催した．介護講座の参加対象者は，認知症

患者を介護している家族，認知症介護に興味がある一般住

民とした．開催頻度は月2回とし，1回60分のプログラム

を約 4 ヶ月間にわたり計 8 回実施した(Table 1)．プログラ

ムのテーマは，「①②認知症者の日常生活活動を維持する

接し方」(2回に分けて実施)，「③認知症サポーター養成講

座」，「④認知症者の栄養管理と食事環境」，「⑤基本動

作の介助方法」，「⑥安定した姿勢と動くための姿勢」，

「⑦介護者のための身体障害予防体操」，「⑧まとめ・フ

リーディスカッション」の 8つのテーマで構成し，主講師

を理学療法士が担当し，テーマにより管理栄養士，社会福

祉士，作業療法士，看護師が臨時講師として登壇した．「認

知症者の日常生活活動を維持する接し方」は，脳活性化リ

ハビリテーションの原則 7)を取り入れた内容を 2 回に分け

て実施し，全てのテーマ終了後の最終回は，「まとめ・フ

リーディスカッション」とし，参加者が自由に質問や意見

を出して理学療法士，社会福祉士が回答する機会を設けた．

各テーマにおいて，60 分を講義 40％，実践・実技 60％の

配分で提供することで，実技やレクリエーションなどを通
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じて実際に聴講した内容を即時に体験することを講座の基

本方針とした． 

2-3．評価項目 

 本研究では，全8回の講座前後の変化を短期効果，各テ

ーマにおける直前直後の変化を即時的効果として調査し

た．短期効果を調査するため，全対象者に講座の開始前と

全行程終了時に介護負担感とうつ症状の評価を実施した．

介護負担感は，Zarit介護負担尺度日本語版(The Japanese 

version of the Zarit Burden Interview, J-ZBI)と短縮版(The 8-

item short version of the Japanese version of the Zarit Burden 

Interview, J-ZBI_8) 8-13)を実施した．なお，J-ZBIと J-ZBI_8

は，国立長寿医療研究センター長寿政策科学研究部の使用

承諾を得た上で実施した．ZBIおよび J-ZBI，J-ZBI_8は，

介護負担度を評価する指標として様々な先行研究で使用さ

れており，介護者への心理社会的教育支援の介入効果を評

価する指標としても使用されている．うつ症状は，自己記

入式簡易抑 (The Quick Inventory of Depressive 

Symptomatology-Self Report, QIDS-SR) 14,15)を実施した．ま

た即時的効果は，全対象者に各テーマの直前直後に気分と

感情のVisual Analogue Scale(以下，気分感情VAS)を実施

した．気分感情VASは，緊張，抑うつ，怒り，活気，疲

労，混乱の6項目についてそれぞれ実施した．VASは，

紙面上に準備した100mmの直線において，左端を「全く

ない」，右端を「これ以上ないくらい強い」とし，対象者

が現在の状態の位置にチェックした．本研究では，緊張，

抑うつ，怒り，活気，疲労，混乱の6項目についてそれぞ

れ回答し，各項目ともに左端からの距離(mm)を測定し，

気分感情の程度として採用した． 

 

2-4．統計解析 

統計解析は，IBM SPSS Statistics version 21を使用し，有

意水準を5％として実施した．J-ZBI，J-ZBI_8，QIDS-SRは，

講座開始前と全行程の終了時で Wilcoxon 符号順位検定を

実施し，効果量としてCohen’s dを算出した．各テーマにお

ける講座直前直後の気分感情 VAS は，それぞれの項目ご

とに Wilcoxon 符号順位検定を実施し，効果量として

Cohen’s d を算出した．効果量は，先行報告 16)を参考に，

|d|   = 0.20 を効果量小，|d|  = 0.50 を効果量中，|d|   

= 0.80を効果量大として判断した． 

 

2-5．倫理的配慮 

 本研究は，東京都済生会中央病院の臨床研究倫理審査委

員会の承認(臨30-28)を得て実施した．介護講座の参加希望

者に対して，講座内で得られたデータの匿名化による管理

についての事項や関連学会および雑誌への投稿に使用する

旨を，講座参加同意書による書面で説明し，同意を得た上

で実施した． 

 

3．結果 

対象の基本属性を Table 2 に示す．認知症介護者 6 名の

平均年齢は55.5 ± 標準偏差10.8歳で，すべて女性であり，

全員在宅介護を行っていた．被介護者との関係性は，子(娘)

が5名(83.3%)，配偶者(妻)が1名(16.7%)であった．被介護

者との同居者は5名(83.3%)であり，1名(16.7%)のみ別居し

ながらの介護を行っていた．被介護者の認知症病型は，ア

ルツハイマー型認知症 4 名(66.7%)，混合型(アルツハイマ

ー型＋脳血管性)認知症 1 名(16.7%)，病型不明認知症 1 名

(16.7%)であり，被介護者のBarthel Indexは，中央値97.5(四

分位範囲63.8-100)点であった．対象における介護講座への

参加率は，100(87.5-100)%であった．介護講座終了時に5件

法で調査した満足度は，「大変満足」4名(66.7%)，「満足」

2名(33.3%)で，全員が「満足」以上の結果であった． 

認知症介護者の J-ZBI，J-ZBI_8，QIDS-SRにおける短期

効果をTable 3に示す．J-ZBIは，受講前中央値35.0(四分位

範囲 23.5-47)点から受講後 37.5(16.5-41.5)点(p = 0.400, |d|   

= 0.29)，J-ZBI_8 は，受講前 12.5(10-14.8)点から受講後

11.7(7.3-16)点(p = 0.596, |d|   = 0.15)とそれぞれ 
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有意な変化を認めなかった．QIDS-SRは，受講前10.0(6.3-

11.5)点から受講後 7.5(2.3-13.3)点と有意な変化を認めなか

った(p = 0.400, |d| = 0.37)．  

 各テーマの直前直後に実施した気分感情 VAS における

即時的効果をTable 4に示す．「①②認知症者の日常生活活

動を維持する接し方」のテーマでは，①の緊張(p = 0.043, 

|d| = 1.30)と②の活気(p = 0.027, |d| = 1.42)および疲労(p = 

0.028, |d| = 1.31)で有意な向上を認め，さらに①の抑うつ(p 

= 0.068, |d| = 0.92)，怒り(p = 0.068, |d| = 0.95)，活気(p = 

0.075, |d| = 1.40)，混乱(p = 0.116, |d| = 1.08)，②の緊張(p 

= 0.068, |d| = 1.05)，抑うつ(p = 0.068, |d| = 0.83)で効果量

が大きかった．「③認知症サポーター養成講座」では，活

気(p = 0.043, |d| = 0.74)で有意な向上を認め，さらに混乱(p 

= 0.068, |d| = 0.94)で効果量が大きかった．「④認知症者の

栄養管理と食事環境」では，緊張(p = 0.046, |d| = 1.10)で有

意な向上を認め，さらに抑うつ(p = 0.144, |d| = 0.92)，混乱

(p = 0.116, |d| = 1.60)で効果量が大きかった．「⑤基本動作

の介助方法」では，緊張(p = 0.042, |d| = 0.82)，疲労(p = 0.043, 

|d| = 0.68)で有意な向上を認め，さらに怒り(p = 0.068, |d|   

= 1.36)，活気(p = 0.068, |d| = 0.82)で効果量が大きかった．

「⑥安定した姿勢と動くための姿勢」では，活気(p = 0.028, 

|d| = 1.25)で有意な向上を認め，さらに怒り(p = 0.066, |d|   

= 1.11)で効果量が大きかった．「⑦介護者のための身体障

害予防体操」では，活気(p = 0.043, |d| = 1.00)で有意な向上

を認めた．「⑧まとめ・フリーディスカッション」では，

講座の直前直後で有意な気分感情 VAS の変化を認めなか

った． 

 

4．考察 

 本研究は，認知症介護者の負担軽減を目指して，参加者に

対して多職種による短期集中講座を実施し，認知症介護者

における介護負担度やうつ症状の短期的効果と，気分や感

情の即時的効果を検証した．リハビリテーション医療の視

点による認知症患者との接し方や，実技を多く含んだテー

マ(基本動作の介助方法，安定した姿勢と動くための姿勢)

では，抑うつや怒りの有意な軽減に加えて，疲労や混乱の

軽減にも即時的な効果を認めた．しかし主要評価項目であ

る認知症介護者の介護負担度やうつ症状は，受講前後で大

きな変化を認めず，本研究の介入は認知症介護者の介護負

担度やうつ症状を軽減するための介入としては不十分であ

ったことが考えられた． 

介護講座の受講前と受講後で比較した，介護者における

介護負担感とうつ症状は，本研究において有意な変化を認

めなかった．Brodatyらは，認知症介護者に対する心理社会

的な介入を行った結果，介護者の心理的疲労の軽減，介護

知識の向上，患者の気分の改善，施設入所までの期間延長

に有効だったが，介護負担感の軽減には無効だったと報告

しており 3)，本研究と類似した結果を示した．しかし Jensen

らは，介護者に対する教育的介入が介護負担の軽減に対し

て中等度の効果があることを報告している 17)．認知症介護

者に対する介入は，自身の年齢や認知症患者との立場の違

い，認知症者の状況など，それぞれの社会背景が多様であ

り，介護者への介入効果が得られにくいことが報告されて

いる 18)．英国国立医療技術評価機構(National Institute for 

Health and Care Excellence, NICE)ガイダンス更新版において，

介護者の心理教育的および技術トレーニング介入の内容は，

認知症そのものの進行や症状についての教育，個別性をも

った対策と介護者技能の構築，認知症者の行動変容を理解

したうえで，その変化に対応したケア提供方法，認知症者

とのコミュニケーション方法の適応，介護者自身の身体的

および精神的健康状態を考えるアドバイスなどを，グルー

プセッションとして提供されたときに最も効果的であるが，

介護者のニーズや嗜好，達成したいものなどを合わせて，

内容を調節する必要があることが報告されている 19)．しか

し本研究の参加募集では，被介護者の状況や介護上の問題

点などの統一は行っておらず，参加した介護者の需要が異

なっていた可能性がある．本研究対象者の介護負担感は，

J-ZBI の合計点で受講前平均 35.3 点であり，本研究と類似

した介入を実施し有意な介護負担の軽減を認めたLökらの

報告 20)における介護者(ZBI 平均 78.3 点)と比較し，講座前

の介護負担を感じている介護者が少なかったことが結果に

影響している可能性がある．特定のターゲット集団に対し

てのニーズに沿った介入アプローチが，介護負担の軽減に

最も効果的だと示唆した先行報告もあり 18)，より効果的な

介護者への支援では，グループセッションを組みながら，

介護している認知症者の重症度や，それぞれの介護者が直

面している問題点を考慮し，適宜個別的に相談や対応，指

導などの情報提供を行う場面も必要であると思われる． 

本研究で副次的評価項目として実施した気分や感情の即

時的な効果検証は，緊張，抑うつ，怒り，活気，疲労，混

乱の6項目でそれぞれVASを評価した．高齢者のVASに

よる評価では，認知障害や運動技能の問題により困難な場

合があると報告されている 21)．また気分や感情を詳細に区

分して VAS の妥当性は検討されていない．本研究では，

VAS 実施者の平均年齢が 55.5 歳であったこと，高齢者を

対象にVASを実施した先行報告 22-27)も散見されること，近

年 VAS で評価される状態が，疼痛 21,28)や Quality of 

Life(QOL) 22,29)，主観的な気分 30)だけでなく，膝関節痛 31)や

偏頭痛 32)，主観的幸福感 23)，経済的満足度 24)，睡眠の質 25)，

乾燥肌の知覚 26)，内服アドヒアランス 27)など，多岐にわた

る詳細な主観的状態の評価尺度として報告されていること
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から，本研究における気分感情VASによる即時的効果は，

比較的妥当な結果が得られた可能性が高いことが示唆され

た．本研究の気分感情VASによる評価では，「①②認知症

者の日常生活活動を維持する接し方」や「⑤基本動作の介

助方法」など，認知症患者と接する際の注意点やポイント

についてレクリエーションや実技体験を通じて認知症介護

を学習したテーマにおいて，有意な気分感情の改善や大き

な効果量を認めていた．認知症ケアについて介護者に対す

る地域ベースでの協調的介入では，介護負担の軽減に有意

であった一方で，介護者の気分には効果が得られなかった

とし 33)，本研究とは相反する結果であった．本研究では，

気分や感情の内容を細分化したうえで VAS を用いて各テ

ーマの直前直後でリアルタイムに評価を行ったこと，理学

療法士をはじめとした多数の専門職が講師として登壇し，

それぞれの専門的な視点から認知症者のみならず，介護者

の動作や活動性に着目した情報提供を行ったこと，実践形

式の情報提供により参加者がより理解しやすい内容であっ

たことが，受講直後の気分や感情の有意な改善に影響を及

ぼした可能性が示唆された．以上より，介護者に対する気

分や感情の即時的効果を高めるには，認知症介護に直結す

る情報提供を実技や実践を交えて体験しながら行うことが

望まれる．しかし本研究の結果から，即時的な気分や感情

の改善が必ずしも認知症介護者の介護負担やうつ症状を改

善しうるとは限らないことが示唆され，一時的な満足度の

向上を図るだけでは介護者の本質的な問題解決には至らな

いことが示唆された． 

 本研究の限界を述べる．一つ目は，認知症介護者の社会

背景や被介護者の状態が多様であった点である．本研究に

おける介護講座の参加者は，介護している認知症患者の状

況について条件設定を行わずに参加者募集を行った．その

ため，被介護者の認知症病型やADL状況が様々で，各介護

者が求めていたニーズも多様になっていたため，介護負担

度やうつ症状の変化に結びつかなかった可能性がある．認

知症介護者の介護負担を効果的に軽減するためには，介入

する介護者の条件を設定したり，各介護者が自ら選択した

テーマに重点を置いて指導するシステムの構築をしたうえ

で，効果検証を行う必要がある．二つ目は，本研究が単施

設における少ない症例数での調査だったことがあげられ，

外的妥当性が不十分な点である．本研究では事前事後結果

の比較対象が 6 例と少数であり，統計的検討に耐えうる対

象数とはいえない可能性がある．よって本研究の結果は，

介護者支援の活動の一つとしての位置づけが望ましいと思

われる．三つ目は，認知症介護者に対する短期集中講座の

効果を検討する評価項目に再検討の余地がある．本研究で

は J-ZBI，J-ZBI_8，QIDS-SR，気分感情VASを使用したが，

介護している認知症の方に関する変化は評価項目として使

用しておらず，行動心理症状や具体的な介護上での変化の

経過観察や検証が必要であると考える．四つ目は，介護講

座受講後に実際の介護場面における負担が減ったのかどう

か、介護講座終了以降のフォローアップ評価が未実施であ

ることがあげられる．認知症介護は，介護実施期間が長期

になり，介護者の負担が徐々に増悪していくことが問題視

されている．一時的な負担の軽減や気分の改善で完結する

のではなく，長期的なフォローアップ環境の確立や相談窓

口の紹介など，介護者が講座の終了後も援助を受けられる

体制，例えば介護者の近隣で気軽に相談ができる窓口を複

数確保し，情報提供することなどが重要であると思われる．

またその介入効果の検証には，介入の直前直後における評

価を行うだけでなく，一定期間を経て再評価を行い，介入

効果が各介護者の在宅介護環境下で活用できているかを検

討することが望ましいと考える． 

 

5．まとめ 

 本研究では，認知症の介護負担軽減を目的に実施した多

職種での短期集中型講座が，認知症介護者に及ぼす影響を

短期的，即時的効果として検討した．認知症介護に直結す

る情報提供を実技や実践を交えて体験する講座では，気分

と感情の即時的改善を認めたものの，短期的効果としての

介護負担感とうつ症状は大きな変化を認めなかった．より

効果的な介護者への支援を行うには，実践を交えて体験で

きる専門性の高いグループセッションに加えて，介護して

いる認知症患者の重症度や，それぞれの介護者が直面して

いる問題点を考慮し，個別性のある相談や対応，指導など

の情報提供を行う必要性が示唆された． 
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